
「第六次やまぐち高齢者プラン」の概要 

策定に当たって 

１ 計画策定の趣旨 

現行の「第五次やまぐち高齢者プラン」（H26～H29）を見直し、「第六次やま

ぐち高齢者プラン」を策定 

２ 計画の位置づけ 

県の高齢者施策を総合的に、計画的に推進するための基本方針 

「老人福祉計画」（老人福祉法）と「介護保険事業支援計画」（介護保険法）

を一体のものとして策定 

３ 県計画と市町計画および医療計画 

  県計画は市町計画を基に介護サービス見込量を設定するとともに、広域的な観

点から、取り組むべき施策を定める 

  介護サービス見込量と在宅医療等の整備目標について整合性を確保 

４ 圏域の設定 

  保健・医療・福祉の連携を図る観点から、「保健医療計画」に定める保健医療

圏と同一に設定 

５ 計画の期間 

    平成 30(2018)年度～32(2020)年度までの３年間 

 

第１章 高齢者を取り巻く現状と将来推計 

１ 高齢化の進行 
  全国よりも約 10 年早いペースで高齢化が進行 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 高齢者の状況 
 ○団塊の世代の高齢化   ○要支援・要介護認定者の増加 

 ○高齢単身世帯の増加   ○認知症高齢者の増加  など 

区  分 平成29(2017)年度 平成32(2020)年度 伸び率 

高齢者(６５歳以上)数 459,978人  466,302人  1.4％  

要支援・要介護認定者数 88,042人  93,523人  6.2％  

３ 介護人材の需給推計 
  本県で将来必要となる介護人材の需要数・供給数を推計 

介護職員数 ①需要推計 ②供給推計 介護職員の不足数（①-②） 

平成27(2015)年  25,336人  25,336人  -   

平成32(2020)年 30,343人  27,891人  2,452人  

平成35(2025)年 33,196人  29,487人  3,709人   
 
 

第２章 計画の基本目標 
１ 基本目標 

『だれもが生涯にわたり、住み慣れた家庭や地域で、 
安心していきいきと暮らせる社会づくり』 

２ 計画推進の基本的方向 
  『地域包括ケアシステムの深化・推進と 

高齢者が活躍する地域社会の実現』 
 

第３章 施策の具体的な展開 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

第１ 地域包括ケアシステムの基盤強化 

高齢者一人ひとりの状態やニーズに応じて、医療、介護、予防、
住まい、生活支援サービスを切れ目なく提供する「地域包括ケア
システム」の基盤を強化 

→ 地域包括支援センターの機能強化、地域ケア会議の推進 など 

第２ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

高齢者が尊厳を保ち、地域において自立した日常生活を送るこ
とができるよう、高齢者一人ひとりの状態やニーズに応じた支援
体制の充実・強化を促進 

→ 自立した日常生活・在宅生活への支援、健康づくりと介護予防・重
度化防止の推進、地域における支援の充実 

第３ 介護サービスの充実 

高齢者一人ひとりの介護ニーズに応じた介護サービスが提供さ
れるよう、サービス提供体制を整備するとともに、利用者主体の
体制づくりや介護サービスの質の向上に向けた取組を推進 

→ 介護サービスの見込量と提供体制の整備、介護サービスの円滑な提供 

《主な居宅サービス》 
・今後も利用者が増加することが見込まれる。           （単位：利用回数/月） 

区 分 平成29(2017)年度 平成32(2020)年度 伸び率 

訪問介護 237,134 253,422 6.9％ 

通所介護 266,634 313,689 17.6％ 

(注)「通所介護」には、地域密着型通所介護（定員１８人以下）を含む。 

《主な地域密着型サービス》 
・今後も利用者が増加することが見込まれる。           （単位：利用人数/月） 

区 分 平成29(2017)年度 平成32(2020)年度 伸び率 

認知症対応型共同生活介護 2,613 2,834 8.5％ 

小規模多機能型居宅介護 1,470 1,765 20.1％ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 485 1,097 126.2％ 

《施設サービス》 
・介護老人福祉施設及び介護老人保健施設については、利用者が増加することが見
込まれる。 

・介護療養型医療施設については、平成 35(2023)年度末をもって廃止される予定で
あることから、減少が見込まれる。                       （単位：利用人数/月） 

区 分 平成29(2017)年度 平成32(2020)年度 伸び率 

介護老人福祉施設 7,840 8,225 4.9％ 

介護老人保健施設 4,847 5,008 3.3％ 

介護医療院 － 1,193 － 

介護療養型医療施設 1,538 602 ▲60.9％ 
(注)「介護老人福祉施設」には、利用定員 29 人以下の小規模なもの(地域密着型)を含む。 

第 4 介護保険制度運営の適正化 

介護保険制度が円滑かつ安定的に運営されるために介護給付適
正化の取組を推進するとともに、保険者や事業者等への支援を行
い、持続可能な介護保険制度の構築を推進 

→ 安定的な制度運営のための体制づくり 

第５ 在宅医療・介護連携の推進 

高齢者の希望やニーズに応じて、医療機関や施設から在宅生活
への移行、在宅生活の継続ができるよう、保健・医療・福祉等関
係者の連携・協働による取組を推進 

→ 在宅医療・介護に関する理解促進、在宅医療・介護提供体制の充実、
関係者が連携した総合的な在宅医療・介護サービスの提供 

第６ 認知症施策の推進 

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい

環境で自分らしく暮らし続けることができる社会を実現するよう、
認知症の人や家族に対する支援の充実や環境・体制づくりを推進 

 → 認知症に関する理解促進、認知症の容態に応じた施策の推進、若年
性認知症の人に対する支援、本人・家族への支援と地域づくり 

第７ 人材の確保と資質の向上 

中長期的な視点に立って、質の高い人材を安定的に養成・確保
するとともに、資質の向上や働きやすい環境づくりを推進 

→ 福祉・介護人材の養成と確保、福祉・介護人材の資質の向上、労働
環境・処遇の改善 

Ⅱ 高齢者が活躍する地域社会の実現 

第１ 社会参画の促進 

高齢者が、その豊かな知識や経験、技能等を活かし、地域を支
える担い手として積極的に社会に参画するよう、生涯現役社会の
実現に向けた取組を推進 

→ 高齢者の活力発揮による多様な社会参画の促進 

第２ 就労に向けた支援 

多様なニーズに対応した働きやすい環境づくり、就業機会の確
保及び就業支援を推進 

→ 働く環境づくりと就業機会の確保及び就業支援 
 

 

第４章 計画の推進・点検体制 

山口県高齢者保健福祉推進会議等で計画の進捗状況を調査、分析、評価す

るなど、進行管理を実施し、結果を公表 
 
《数値目標の設定》 
計画に基づく施策の着実な進行を図るため、新たな 11 指標を含め、25 項

目の数値目標を設定 
 

 


